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[委員会意見] 

 

調査事件６ 津波避難対策計画・津波避難対策緊急事業計画の策定について 

（令和８年１月２７日調査） 

 

 町では、国の「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進特

別措置法」の規定に基づく「特別強化地域」に指定されたことを受け、現行の「福

島町津波避難計画」に代わる、より重要な津波避難対策として「福島町津波避難対

策計画」「同緊急事業計画」の策定を進めており、令和６年度には計画策定に向け

た基礎調査を実施し、本委員会においても所管事務調査を行い、避難場所や避難路

等の整備について意見を提出しております。 

この度、町より、津波避難対策計画等の策定の進捗状況について、資料が示され

たことから、その内容を調査したので、調査結果を報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

町から示された、津波避難対策計画等の策定、津波避難の困難地域・方針の作成

状況については一定の理解をしたが、次の事項について検討されたい。 

 

１ 津波避難場所の集約再編・位置づけの変更等について 

今回示された一時避難場所等は全季節対応を想定しているとのことだが、場所

によっては冬季間の避難が現実的に困難な所もあることを懸念するので、予め冬

季の対応を想定した計画も盛り込むべきと思慮するので検討されたい。 

 海岸線に面した地区の避難所のうち、浦和地区については安全性等から避難所

としては不適切ではないかと懸念する。高台にある旧浦和小学校跡地への道が今

も存続しており、学校跡地が一次避難場所として適地と考えられるので再考する

ことを望む。 

今回の避難場所の再編においては、これまでの避難箇所を大幅に集約している

ので、実際の避難が必要な際に町民が旧避難場所に向かってしまうなど混乱を招

くことが推察されるので、計画策定後は防災マップの刷新・配布とともに各町内

会で現地において避難訓練を行うなど、町民への周知・啓発を徹底されたい。 

 

２ 避難環境の整備の迅速化について 

新聞等において千島海溝・日本海溝周辺で大地震が発生する確率が「３０年以内

９０％」に上がったとの報道もあり、避難環境の整備を急ぐ必要があると考えるの

で、早急に整備が必要と思われる所は、計画策定前に町単独でも整備を進めること

を検討する必要があると思慮する。特に、これまでの避難経験から、一時避難先で

のトイレ整備は必須事項と考える。すべての一次避難場所に整備することは現実的



 
 

ではないが、主要な避難場所（メモリアルパーク、ニュータウン等）には何らかの

手法で整備・対応する必要があると思慮するので検討されたい。 

 一次避難先での企業施設・個人宅への協力依頼にあたっては、企業・個人に過度

の負担を強いることも想定されるので、使用方法や費用負担等の協議は書面をもっ

て行うべきと思慮する。 

  

 

  



 
 

[委員会意見] 

 

調査事件７ 町立学校の今後の在り方について（令和８年１月２７日調査） 

 

教育委員会では、町内の少子化に伴う児童生徒の減少や町立学校施設の老朽化等、

当町の義務教育が抱える課題に対し、義務教育学校の新設など課題の解決に向けた

検討を進めているとのことであり、この度、教育委員会より、町立学校の今後の在

り方を検討するにあたっての考え方等について資料が示されたことから、その内容

を調査したので、調査結果を報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

教育委員会から示された町立学校の今後の在り方の方向性等については一定の理

解をしたが、次の事項について検討されたい。 

 

１ 今後の学校の在り方の検討について 

 今後の学校の在り方を検討するにあたっては、現状の児童生徒数の減少や学校

施設の老朽化が進行する教育環境の中で、子供達の教育の質を高めることを考慮

すると、義務教育学校の設置を最善の策とする町・教育委員会の考えは理解する。

しかし、これまでの学校統廃合の経緯を省みれば、町民には単に吉岡小学校の福

島小学校への統合と受け止められる懸念があり、制度の意義やメリットが正しく

理解されるよう、町民に丁寧に周知・説明する必要があると思慮する。 

 町の教育環境を考える上で一番大事なのは子供達の事という教育長の考えにつ

いては同意するが、町内、特に吉岡地区は地域と学校の繋がりが強く、昔から地

域全体で学校を支え、子供達を見守ってきたという経緯を考慮すると、調査研究

する組織設置を先行する進め方では地域住民の理解が得られるのか懸念されるの

で、まずは地域住民に対し意識調査なり説明会を開催すべきではないかと思慮す

るので検討されたい。 


